
（資　産　の　部） （負　債　の　部）

（純　資　産　の　部）

3,391,288

19,779 △507,111繰越利益剰余金
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1,500,000
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1,158,028

57,520 △507,111

△507,111

資 本 金

2,492,888

1,500,000資 本 準 備 金

235

42,994

33,604

195

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

1,500,000

株 主 資 本

898,400

（平成22年3月31日現在）

（単位：千円）

未 払 法 人 税 等

898,400

4,877

816,728

そ の 他

　科　　　目 金　　額 科　　目 金　　額

1,440,156

34,914

1,951,132

1,863,581

53,054

34,497

現 金 及 び 預 金

そ の 他

建 物

貯 蔵 品 未 払 金

負 債 合 計

貸　　借　　対　　照　　表

117,529

40,228

器 具 及 び 備 品

そ の 他

その他利益剰余金

敷 金

129,448

164,362有 形 固 定 資 産

資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産

流 動 負 債

そ の 他

投資その他の資産

長 期 前 払 消費 税等

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

1,158,264

税引前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額 －

当期純損失

（自平成21年10月1日  至平成22年3月31日）

科　　　　　目

売上原価

売上総利益 －

506,758

受取利息

505,824

934

1,287

934

金　　　　　額

－

506,758

1,287

営業損失

損　　益　　計　　算　　書

売上高 －

（単位：千円）

販売費及び一般管理費

経常損失 505,824

507,111

営業外収益

重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　 貯蔵品・・・・・・・・・最終仕入原価法によっております。

　２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・・建物は定額法、その他は定率法によっております。

無形固定資産・・・・・・

　３．繰延資産の処理方法

開業費・・・・・・・・・

　４．引当金の計上基準

賞与引当金・・・・・・・

　５．消費税等の会計処理

　

貸借対照表に関する注記

　１．有形固定資産の減価償却累計額 25,532 千円

　２．関係会社に対する金銭債権・債務

長期金銭債権 40,228 千円

短期金銭債務 3,404 千円

税効果会計に関する注記

関連当事者との取引に関する注記
　１．親会社及び法人主要株主等

　２．兄弟会社等

１株当たり情報に関する注記

　 １．１株当たり純資産額 83,096円26銭

　 ２．１株当たり当期純損失 16,903円73銭

重要な後発事象に関する注記

 新株発行の払込み

自社利用のソフトウェアは利用可能期間に基づく定額法によっておりま
す。

平成22年3月8日開催の当社取締役会において決議した株主割当による新株発行
（普通株式220,000株、払込額22,000,000千円）の払込みが、平成22年4月1日
に完了しております。

支出時に全額費用として処理しております。なお、開業費は販売費及び一
般管理費の中の各科目に含まれております。

税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費
税等については、長期前払消費税等に計上し5年間で均等償却しております。

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰延資産償却超過額及び繰越欠損金によるものであり、その全額に
ついて評価性引当額を計上しております。

従業員の賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上
しております。

(単位：千円)

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)

(注2)

(注3)

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
(注1)(注2)

取引金額
(注3)

科目
当事業年度末

残高

親会社
住友生命保険

相互会社
被所有
直接80%

  役員の受入
  出向者の受入
  事務所の賃借

出資の受入 2,400,000 ― ―

出向者派遣料 208,572 未払費用 39,220

事務所の賃借 28,853

敷金 40,228

その他の流動資産
（前払費用）

5,049

その他の
関係会社

三井生命保険
株式会社

被所有
直接20%

  出向者の受入 出資の受入 600,000 ― ―

当社設立時の出資を1株につき10万円で引き受けたものであります。

出向者派遣料は、当社給与水準を基に交渉の上で決定しております。また、事務所の賃借の価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格

交渉の上で決定しております。

事務所の賃借の取引金額には消費税等を含めておりません。当事業年度末残高のその他の流動資産（前払費用）には消費税等を含めておりま
す。

(単位：千円)

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)

(注2)

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
(注1)

親会社の
子会社

スミセイ情報シス
テム株式会社

なし
システム開発

の委託

システム機器購

入、ソフトウェア
開発等

1,378,062 750,892

価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。

取引金額には消費税等を含めておりません。当事業年度末残高には消費税等を含めております。

取引金額
(注2)

科目
当事業年度末

残高

未払金
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す。

(単位：千円)

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)

(注2)

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
(注1)

親会社の
子会社

スミセイ情報シス
テム株式会社

なし
システム開発

の委託

システム機器購

入、ソフトウェア
開発等

1,378,062 750,892

価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。

取引金額には消費税等を含めておりません。当事業年度末残高には消費税等を含めております。

取引金額
(注2)

科目
当事業年度末

残高

未払金



（資　産　の　部） （負　債　の　部）

（純　資　産　の　部）

3,391,288

19,779 △507,111繰越利益剰余金

3,391,288

2,492,888

負 債 及 び 純 資産 合計

純 資 産 合 計

1,500,000

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

1,158,028

57,520 △507,111

△507,111

資 本 金

2,492,888

1,500,000資 本 準 備 金

235

42,994

33,604

195

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

1,500,000

株 主 資 本

898,400

（平成22年3月31日現在）

（単位：千円）

未 払 法 人 税 等

898,400

4,877

816,728

そ の 他

　科　　　目 金　　額 科　　目 金　　額

1,440,156

34,914

1,951,132

1,863,581

53,054

34,497

現 金 及 び 預 金

そ の 他

建 物

貯 蔵 品 未 払 金

負 債 合 計

貸　　借　　対　　照　　表

117,529

40,228

器 具 及 び 備 品

そ の 他

その他利益剰余金

敷 金

129,448

164,362有 形 固 定 資 産

資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産

流 動 負 債

そ の 他

投資その他の資産

長 期 前 払 消費 税等

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

1,158,264

税引前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額 －

当期純損失

（自平成21年10月1日  至平成22年3月31日）

科　　　　　目

売上原価

売上総利益 －

506,758

受取利息

505,824

934

1,287

934

金　　　　　額

－

506,758

1,287

営業損失

損　　益　　計　　算　　書

売上高 －

（単位：千円）

販売費及び一般管理費

経常損失 505,824

507,111

営業外収益

重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　 貯蔵品・・・・・・・・・最終仕入原価法によっております。

　２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・・建物は定額法、その他は定率法によっております。

無形固定資産・・・・・・

　３．繰延資産の処理方法

開業費・・・・・・・・・

　４．引当金の計上基準

賞与引当金・・・・・・・

　５．消費税等の会計処理

　

貸借対照表に関する注記

　１．有形固定資産の減価償却累計額 25,532 千円

　２．関係会社に対する金銭債権・債務

長期金銭債権 40,228 千円

短期金銭債務 3,404 千円

税効果会計に関する注記

関連当事者との取引に関する注記
　１．親会社及び法人主要株主等

　２．兄弟会社等

１株当たり情報に関する注記

　 １．１株当たり純資産額 83,096円26銭

　 ２．１株当たり当期純損失 16,903円73銭

重要な後発事象に関する注記

 新株発行の払込み

自社利用のソフトウェアは利用可能期間に基づく定額法によっておりま
す。

平成22年3月8日開催の当社取締役会において決議した株主割当による新株発行
（普通株式220,000株、払込額22,000,000千円）の払込みが、平成22年4月1日
に完了しております。

支出時に全額費用として処理しております。なお、開業費は販売費及び一
般管理費の中の各科目に含まれております。

税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費
税等については、長期前払消費税等に計上し5年間で均等償却しております。

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰延資産償却超過額及び繰越欠損金によるものであり、その全額に
ついて評価性引当額を計上しております。

従業員の賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上
しております。

(単位：千円)

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)

(注2)

(注3)

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
(注1)(注2)

取引金額
(注3)

科目
当事業年度末

残高

親会社
住友生命保険

相互会社
被所有
直接80%

  役員の受入
  出向者の受入
  事務所の賃借

出資の受入 2,400,000 ― ―

出向者派遣料 208,572 未払費用 39,220

事務所の賃借 28,853

敷金 40,228

その他の流動資産
（前払費用）

5,049

その他の
関係会社

三井生命保険
株式会社

被所有
直接20%

  出向者の受入 出資の受入 600,000 ― ―

当社設立時の出資を1株につき10万円で引き受けたものであります。

出向者派遣料は、当社給与水準を基に交渉の上で決定しております。また、事務所の賃借の価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格

交渉の上で決定しております。

事務所の賃借の取引金額には消費税等を含めておりません。当事業年度末残高のその他の流動資産（前払費用）には消費税等を含めておりま
す。

(単位：千円)

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)

(注2)

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
(注1)

親会社の
子会社

スミセイ情報シス
テム株式会社

なし
システム開発

の委託

システム機器購

入、ソフトウェア
開発等

1,378,062 750,892

価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。

取引金額には消費税等を含めておりません。当事業年度末残高には消費税等を含めております。

取引金額
(注2)

科目
当事業年度末

残高

未払金


